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This study explores the reality of economizing on welfare by promoting the idea that 

anyone can serve as a welfare worker for the elderly, through an examination of the 

work of social welfare professionals in elder care facilities in modern China.  

Building upon this, we discuss that the idea of cheaper welfare has been highly 

influenced by economic policies, which have socialized welfare for the elderly by 

tertiary industrialization. We also suggest the reality of the enclosing phenomenon, 

which not only elderly people but also welfare professionals for the elderly enclose 

social resources of welfare for the elderly. 

１．はじめに 

現代日本の高齢者福祉は 2000 年に始まった公的介護保険制度により「支え手」（高齢者

福祉を人材面でも財政面でも支える者：日本の場合は介護保険の被保険者（40 歳以上の

“すべて”の者））が法的に規定された。これにより高齢者福祉は「受け手」（福祉サービ

スの利用者：日本の場合は介護保険を利用する被保険者）のみならず支え手も含む契約に

よって実施されることが制度化された。実際の高齢者福祉の現場で活動する「成り手」

（福祉専門職）については、例えば国家資格としての性格を強めるといった動きを通じ

て、受け手と支え手それぞれに対して公平に寄り添う人材としての育成が目指されてい

る。これら制度化による社会福祉の社会化を通じて、安上がり福祉ではない成り手の“専

門職”化が試みられているところである。 

現代中国（大陸中国）に目を転じると、公的介護保険制度は全土的には整備されておら

ず、高齢者福祉の支え手は例えば家族のような受け手にとって“身近な”者が担うべきと

いう考え方が、現在に至るまで根強く支持されている。そのため高齢者福祉は、可能性と

しては“家族員たる”すべての者が担いうるものと認識されている。しかしその時間的負

担の大きさゆえ、家族員のなかでも生計を維持するための主たる職に就かない者が成り手

になれば良い、という環境が形成されやすいのが実状である。さらに全土的な市場原理の

浸透は、経済成長策の一つとして他の職に就けない者が高齢者福祉の成り手に収まればよ

い、という安上がり福祉につながる考え方をもたらしている。 

本論文では“専門職”とされながらも高齢者福祉の成り手は誰でも担えるという安上が

り福祉の考え方が通底する現在の中国における福祉専門職の社会的位置づけを、高齢者福
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祉施設における福祉専門職の働き方から考察する。その上で安上がり福祉の考え方の定着

には、産業化を通じた社会福祉の社会化が作用していることを検証する。その過程では、

受け手のみならず成り手までもが、高齢者福祉をめぐる社会資源を囲い込む現象に着目す

ることになる。 

２．現代中国の社会保障政策における福祉専門職（特に介護専門職）の位置づけ 

現代中国（大陸中国）の高齢者福祉施設は、対象を貧困層に限定して整備されてきた経

緯がある。具体的には社会保障におけるセーフティーネットとしての模範的な機能を持つ

「社会福利院」（都市部）や「敬老院」（農村部）と呼ばれる施設が公的扶助に基づく政策

によって整備されてきた。「社会福利院」や「敬老院」が規定する福祉サービスの利用者

は＜三無老人＞（収入源と労働能力がともに無く、法定扶養義務者がいないまたは義務者

に扶養能力が無い高齢者のこと）とされた（王 2010:465）。これは貧困であるといった事

由や自立した生活が困難であるという事由のみではこれらの施設を利用できないことを意

味した。そのため大多数の高齢者は家族による扶養を受けることになり、高齢者を対象と

する福祉専門職が社会的に広く存在する機会も皆無であった。 

ところが改革開放の進展に伴い親世代と子世代の居住分離が進むことで、夫婦または単

身で生活を送らなければならない高齢者が増加した。＜三無老人＞が意味する三つの事由

すべてが揃っていなくとも、いくつかの要素が組み合わさる状態の高齢者は確実に増加し

てきたのである。 

そのようななか、「敬老院」が所在する農村部において「新型農村扶養モデル」の構築

が目指されはじめた。この「新型農村扶養モデル」は伝統的な家族扶養や「敬老院」モデ

ルと相対するもので、施設建設の後に資金回収をする「幸福院」という方式での施設整備

が特徴である（周・張 2016（社会保障制度 2016.12:28））。ある農村部（河北省肥郷県）

では、農地の集約を通じて土地経営権を株式化し、そこで得られる利益を農地の集約によ

る集住によって建設される施設の運営に充てるという、「科学的で合理的な高齢者福祉サ

ービス体系」に基づく相互扶助モデル構築の試みがなされている（辜・吴・曹 2017:12）。 

とはいえこのような新しいモデルによる施設整備であっても、受け手たる福祉サービス

の利用者による費用負担の裏付けは乏しく、急速に拡大する性格のものではない。実際に前

述の周らによる調査研究では、整備費用を負担する多くの村の集団経済は困難を極め資金

難に陥っていることから、実際には個人の寄付でその費用が賄われていることが明らかに

されている。 

そこで利用者のニーズを満たすべく二つの方策が出現する。方策の一つ目は、社会保障

政策の推進によって全国的に急速な普及が進められている医療保険を活用するものであ

る。具体的には既存の医療機関が支え手として高齢者福祉（介護）も担う＜医養結合＞の

動きが挙げられる。例えば上海市では「9073 モデル」の構築が目指されている。これは高

齢者（60 歳以上）に対して、その 90％は居宅において健康で自立した生活を送ることを

想定する。7％は軽度の要介護者、残りの 3%は重度の要介護者と想定し、前者には在宅介

護サービスを、後者には公的な医療保険での給付を含む医療機関での介護を促すモデルと

なっている（北京市では「9064 モデル」が想定されている）（章 2013:57，畢 2010:141）。 
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このモデルでは低所得層に限らず介護認定された利用者（受け手）に対して、被保険者（支

え手）が加入する医療保険が介護給付を行うことになる。また福祉専門職（成り手）が職場

とする施設はこのモデルにおいて、地域の医療機関との連携によって高齢者に対していわゆ

る地域包括ケアシステムの構築を目指すという役割を担うことになる（沈 2012：46-47）。 

例えば青島市では、医療保険の給付の一つとしての介護給付が試行されている。つまり医

療保険の保険料を負担する企業と個人は新たに介護保険料を納付する必要はない。ただし

医療保険としての財政がさほど厳しくない都市住民の医療保険を対象としているため、農

村部の住民は制度上、排除されることになる（楊 2017：57） 

方策の二つ目は、社会保険としての介護保険を導入することで、高齢者が在宅による介護

サービスを受けられるようにする動きである。介護保険の運営方法としてはいくつかのモ

デルが試みられている。上海市では日本のように独立した保険制度としての介護保険が設

計されている。財源面でも独立した制度であることから、介護プランの提示が利用者になさ

れており（ケアマネジメントの実施）、制度運営において利用者のニーズを優先する仕組み

になっている。また北京市（海淀区）では市政府と民間保険会社が支え手たる保険者になり、

運営は後者が行う仕組みを採用している。なお個人に対する政府の補助は 15 年間が上限で

あり、やがては受け手たる利用者が支え手たる被保険者として納める保険料のみで運営さ

れることになる（沈 2017：43）。 

後者（北京市）では既存の社区（コミュニティ）サービスと福祉サービスとの組み合わ

せによって、機関や施設のみならず地域住民も福祉専門職を担う道が開かれている。これ

は新たな雇用を創出する経済政策でもあり、実際にこのような考え方は中国の民政部が

2001 年 6 月に発表した「地域コミュニティ高齢者福祉サービス星光計画」に現れている。

ただし、社区活動が基本的には想定されない農村部へのこのような方策の広がりは見られ

ないとされている（郭 2012：18）。 

このような福祉サービスの社区活動への組み込みは、従来の高齢者福祉が有してきた公

的扶助としての福祉政策の性格を弱めることにつながる。むしろ社区に存在する失業者を

労働力として活用する雇用対策として機能することになる。そのため高齢者福祉を担う福

祉専門職は、専門性を発揮する者として期待されるわけでは必ずしもなく、他の職に就業で

きない者が選択するという性格が政策的に形作られることにもなった。 

 これらの政策誘導は福祉専門職の専門性が高まらないことの遠因になっている。例えば

鄭らの調査によると、地域における失業者（特に中年）の再就職（雇用）対策に在宅介護

専門員の雇用が組み込まれることが多くなってきており、実際の在宅介護専門員の属性と

して「44 歳以下の若年者、ヘルパーになる前は無職だった人、社会保険に加入していない

人」の割合が高いという特徴がみられるとされる（鄭・黒田・関川 2011：74）。そのため

「在住都市戸籍」をもつ在宅介護専門員は「他地域戸籍」を持つ者に比べ、社会保障の諸

制度に加入している割合が高く、職への定着性も高いと考えられる。また沈の研究では、

派遣ヘルパーは地方の農村から来た「保母」と呼ばれる女性やリストラされた中高年の者

が多いとされている（沈 2008：85）。 

さらに福祉専門職の教育水準の低さを指摘する実態調査もあることから（畢 2010：138）、

高齢者福祉の現場は農村部の出身者で専門教育を受けていない流動人口の就職先として位

置づけられている実態が垣間見える。そのため高齢者福祉の国家基準の一つとして 2002 年
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2 月に「養老護理員国家職業基準」が施行されているにもかかわらず、中国全土の福祉専門

職の従事者数（約 100 万人）に占める割合は 2001 年末で 10％程度に留まっているという指

摘がある。このような実態から「養老護理員」資格を取得しても就職の保証がないといった

現象まで生じている（閻 2013：50）。 

したがって福祉専門職は国家資格を有していなければならない、という機運が高まるこ

とはなく、この現実が福祉専門職の専門性向上の大きな妨げになっている。さらに雇用対策

としての高齢者福祉の人材登用は、福祉専門職の現場への定着をも妨げている。例えば在宅

介護専門員の技能の向上がより高収入の現場への転職を促し、結果として福祉専門職の流動

性が高まってしまうという現場が抱えるジレンマを指摘する研究が存在する（姜 2011：5）。 

他方で現場に定着する福祉専門職は、このような転職の機会を窺うことができないほど

の長時間労働かつ低賃金の者となっている。この事実は、先に見た公的扶助としての福祉政

策の性格が弱まりつつある高齢者福祉の現場運営と合致する。なぜならば政府による補助

金が多く見込めない現場運営において、人件費の削減は喫緊の課題だからである。このため

高学歴の者ほど福祉専門職の継続を敬遠することも明らかになっている（陳 2010：99）。専

門性が高い福祉専門職ほど職に対する継続性が無いということは、長期的な支援を必要と

する利用者のニーズ把握の大きな壁になり、結果として職全体の専門性の向上が押し留め

られることにつながる。 

これらのことから今日の現代中国における社会福祉では、産業化を通じた社会化が政策

によって推し進められているといえよう。したがってそのような環境で育成される福祉専

門職は、内需拡大のための労働力としての特徴が強まることになる（沈 2012.7.23：48）。

先に示したように高齢者福祉における福祉専門職の質については国家基準としての「養

老護理員国家職業基準」が制定されてはいるものの、その基準に基づく人材登用については

現場の経営に委ねられている。基準に応じ福祉専門職の質を行政が指導する制度的な裏づ

けは現状では無く、そのような行政を行政以外の機構（例えば受け手である福祉サービスの

利用者）が監査し制度的な改善を促すシステムも乏しい（沈 2012：48）。 

そのため福祉専門職の配置を含め施設の設置基準のような、施設そのものを対象とする

法律も存在していない（沈 2016：53）。そればかりか産業化を推し進める根拠となる「養老

サービス業の加速発展に関する若干の意見」（2013 年 9 月中国国務院発表）は、施設運営に

おける過当競争をもたらしている。「意見」では純民間資本（独資）による施設運営を認め

ている。そのような運営方式があらたに加わることで、既存の運営方式による施設、特に公

営施設が持つ運営環境の優位性（新しいサービス展開の際の既存施設の転用や政府からの

補助金の活用など）は新しい運営方式によるそれと比べ相対的に大きなものとなる（沈

2014：42）。 

各運営方式における福祉専門職の採用や待遇が序列化することで、優秀とされる者の流

動性は増すことになる。他方で優秀とされない者は職場における訓練の機会が乏しいまま

停滞することにもなる。後者に関してはいわゆる「安かろう悪かろう」ものとして、所得水

準が低い利用者の需要を満たすことになる。優秀とされる者であっても利用者の生活全般

を支援するには不十分な短期の職場異動を繰り返すことで、長期的な職場内教育（ＯＪＴ）

の機会が無く専門性の向上が妨げられる。結果として産業化に伴う過当競争は、個々の福祉

専門職の専門性の高低にかかわらず全体としての専門性を低水準に押しとどめることに作
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用する。 

 

３．福祉専門職の働き方（聞き取り調査より） 

 

調査地の遼寧省大連市は遼東半島の最南端に位置し、2011 年現在で人口が約 590 万人、

そのうち非農業戸籍人口は約 360 万人で市区人口は約 300 万人であり、商工業が盛んな都

市である。65 歳以上人口は約 59 万人で高齢化率は 10％、都市的生活様式の浸透や高齢化

率の高さから、高齢者福祉のニーズが大きい地域であるといえる（本文で用いる統計は

『2011 年版大連統計年鑑』（大連市統計局編）による）。 

産業としての高齢者福祉に目を向けると、高齢者福祉を含む社会福祉業に従事する者の

平均年収は 45,493 元で、大連市全体の平均年収の 44,617 元より若干高い値である。 

ただし運営母体の形態による格差は大きい。統計書では社会福祉の企業は 53 あるとされ

ているが、そのうち国有企業（44 企業）の平均年収は 47,730 元であるの対して、郷鎮企業

（6企業）は 18,816 元となっており、この二つを比べるだけでも 2倍以上の差がみられる。

ちなみに社会福祉の施設数の統計では大連市全体で 219 施設が存在するとされている。そ

のうち国営が 17 施設、集団が 82 施設 株式が 4 施設、外資が 1 施設、民間が 115 施設と

紹介されており、平均年収の統計では郷鎮企業の多くが含まれていると考えられる「集団」

や「民間」の形態の施設が多数を占める。 

現地調査は 2014 年 3 月 20 日に調査者（本論文の筆者）が研究員としての登録を受けて

いる現地の研究機関（遼寧経貿学院社会福祉研究所）の協力のもと、当該機関から紹介を受

けた高齢者福祉の施設（民間施設：1箇所）において聞き取り調査として実施した。聞き取

りの内容は大きく三つに分けられる。一つ目は施設に配置の福祉専門職の種類及び公的資

格の有無についてである。二つ目は各専門職の雇用形態及び給与体系であり、三つ目は施設

に勤める各専門職の養成課程及び施設内におけるキャリアパスについてである。 

聞き取りの対象者は紹介を受けた施設の施設長（経営者）のみで福祉専門職としての従事

者から直接聞き取ることはできなかった。これは時間の制約（約 1 時間）によるものであ

り、また結果としては福祉専門職のなかでも介護専門職の状況について聞き取るにとどま

った。 

なお現地調査を行った当時の中国国内の情勢を考慮し、調査対象となる施設は現地の研

究機関によって選定され、機関を通じて上記の三つの内容について当日聞き取りを行うこ

とを事前に連絡し実施した。調査当日は機関の関係者（研究所長）も同席し、調査者が質問

するのではなく経営者が調査者に対し話をする「取材」形式で実施した。 

聞き取り調査を行った高齢者福祉の施設（高齢者サービスセンター）は地元の有志によっ

て設立された民間の施設であり政府からの補助金は無いとのことだった。形態としては老

人ホームというよりは、日本でいうところの「サービス付き高齢者向け住宅」であった。2002

年設立の当該施設は順次規模を拡大し、現在のベッド数は 450 である。高齢者が居住する個

室にはシャワーや簡易型のキッチンが設置され、標準的な施設利用料は１カ月当たり 1500

元とのことであった。施設には利用者（入居者）が受診する医務室が併設されており、医師

は常駐しないものの（外部委託）看護師は常駐し、医療保険を利用した薬の処方をおこなっ

ているとのことであった。したがって利用者は生活の自立度が高く、日常的な介護をさほど
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必要としない者が多いように見受けられた。 

このような特徴をもつ利用者を支援する従業員数は施設全体で約 150 名、24 時間のサー

ビス提供を掲げた交代制勤務を採っているとのことであった。介護専門職の基本就労時間

帯は午前 8 時から午後 5 時とのことから、大連でもかなりの頻度でみられる住み込み就労

が（陳 2010：97）、当該施設では一般的ではない可能性があった。 

介護専門職の平均月収は 3000 元とのことであった。これは統計上の大連市の平均年収に

は届かないが、郷鎮企業のそれよりは高いことが確認できた。 

当該施設の介護専門職の学歴を今回の聞き取りでは確認することはできなかった。ちな

みに許福子による「大連市介護者学歴状況アンケート調査」(2006 年)では、当該施設のヘ

ルパー(介護専門職)の学歴については総数 44 名のうち、小学校卒 2名、中学校卒 35 名、高

校卒 4 名、大学（短大）卒 3 名とされている（許 2007：396）。大連市内には数は少ないも

のの介護専門職を養成する機関が存在するという研究もあるが（姜 2011：6）、今回の聞き

取りにおいて当該施設の介護専門職がそれらの機関に在籍したという事実は確認できなか

った。地元在住の者を直接採用する機会は少なく、北京や上海などで介護に関係する職業を

学び大連にＵターンした者を採用しているとのことであった。そのため介護専門職の年齢

層は高くなりがちで、最多年齢層は 30 歳代とのことであった。 

この施設では介護専門職のＯＪＴに力を入れており、職場内の研修会を週 1 回は実施し

ているとのことであった。また職場外の養成機関で介護関連の公的資格を取得することを

推奨しており、給与を得ながら機関に通うことができるとのことだった。実際に給与には資

格給が設定されており、「養老護理員」資格を取得した場合、初級、中級、高級と昇級する

ごとに 50 元の加算を行っているとのことであった。このことは給与の設定方法として従業

員にも示されており、一種のキャリアパスが見受けられた。 

 調査対象となった施設は「高齢者サービスセンター」を称しているが、先にも記したとお

り日本における「サービス付き高齢者向け住宅」に相当するものである。調査時に当該施設

の部屋のいくつかを訪問したが、そこに住まう利用者は自ら歩行が可能であった。部屋にシ

ャワーが備え付けられていることから、体を洗うことも自ら行っており食事についても時

間になると自ら施設内の食堂に出向いて摂るとのことで、部屋には施設に共通する活動時

間表が貼られていた。したがって利用者の生活における自立度（ＡＤＬ）は高く、生活上の

介護をほとんど必要としていないとみられる。 

 したがって当該施設の介護専門職は入居者の見守りや付き添いが主たる業務であり、い

わゆる介護の専門性を発揮する場面がもともと少ない職場の可能性がある。周辺の同様の

施設ではベッド数が数十の施設が多いなか、当該施設は約 15 年の間にベッド数を数百の規

模まで拡大している。にもかかわらず訪問した部屋の入居者からは生活上の不満が表向き

口にされなかった。これらのことから 24 時間の介護サービスの提供が掲げられながらも入

居者の多くは高度な介護を必要としておらず、このような利用者の特性を経営環境として

介護専門職一人当たりの労働生産性を高めることで、政府からの補助を受けない民間施設

としての利益率を高めていると推察できる。このことは、施設の介護専門職の月給が高いほ

ど労働時間が短くなっているという調査研究の結果にも合致するものである（陳 2010：98） 

訪問した部屋の利用者に入居した理由を尋ねると、子世代との同居が叶わないから入居

したという答えがあった。もっとも取材の名目とは言え外国人研究者が訪問するという状
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況から、外国人であっても意思疎通に対する理解がある利用者を経営者は紹介したことが

十分に考えられる。ただ現代中国においてＡＤＬが高い高齢者が自らの意思で家族介護で

はない生活を選ぶことは一般的ではない（畢 2010：137, 安留 2011：163, 杜・孫・張・王

2016：57）。高齢者福祉施設での生活を自らの意思で選ぶということは、家族関係を重視す

ることとは異なる高齢期の生活様式を志向する高齢者による、質の高い福祉サービスを享

受するための社会資源（福祉専門職や居住環境）の囲い込みの結果と捉えることもできる。 

 

４．考察－囲い込み現象が福祉専門職の専門性にもたらす影響を中心に 

 

 ここからは前述の調査から見えてきた、高齢者福祉における受け手（福祉サービスの利用

者）による社会資源の囲い込み現象について、前述の調査地の利用者よりもさらにＡＤＬが

高い高齢者が利用する「老年大学」の運営の考察とあわせて読み解いてゆく。 

 大連市には退職した公務員（幹部層）の生涯学習施設として「老年大学」が設置されてい

る。ここでは絵画や音楽、語学などの文化系からスポーツ系まで多彩な講座が半年または一

年単位で運営されている。取材に応じた当大学の学長によると、創設は 1986 年で運営主体

は大連市政府とのことであった。したがって改革開放による単位制度の見直しや社区制度

の活用が始まる前から公設公営による高齢者向け施設が設置されていたことになる。 

 今回の調査（取材）の主目的である施設における専門職の位置づけについて確認したとこ

ろ、当該施設の全職員数 153 名のうち常勤職は事務職のみ（16 名）で、専門職と位置づけ

られる教員（講座担当者）137 名すべてが非常勤職とのことであった。教員の最多年齢層は

50 歳代、勤務は講座の運営に限られることから、月収は平均で 1500 元ほどとのことであっ

た。 

教員の特徴は二つに分けられる。一つは他の職場（主として教職）で一定のキャリアを有

した退職者である。もう一つは教育関連のキャリア形成を試みている大学生（月 300 元程度

の有償ボランティア）である。最多年齢層からわかるとおり、教員数としては前者の特徴を

有する者が多いが、いずれも生計を維持するための雇用契約が必要というわけでは無く、

「老年大学」の運営のみをもって個々の教員としての専門性が高まるわけでは必ずしも無

い。むしろ他の場所におけるキャリア（主として退職者）や教育を受けた実績（主として大

学生）が「老年大学」の運営に活用されている。 

「老年大学」の利用者（学生）は所得水準が比較的高い高齢者であり、各人の生活様式に

おいて個人の活動が重視される点は、前述の施設における利用者の特徴と共通する。違いと

いえば過去に働いていた時期の職域の違い（公務員か否か）やＡＤＬの違い（「老年大学」

の利用者は、施設までの通学が可能な体力を有している）である。それを支える専門職には、

目に見える形での介助や介護を用いないで日常生活を快適に過ごしたいという、利用者の

自立的かつ自発的な欲求を満たすことが求められている。そのためには利用者の生活全般

を支えるというよりは、利用者の多様な興味関心を局所的に支え、時には好奇心をくすぐる

ような知的な活動を提供する必要がある。  

ここで求められる専門性は、今日の社会福祉がいうところのジェネラル・ソーシャルワー

ク（利用者を全人的に支えるための相談や援助）ではなく、スペシフィック・ソーシャルワ

ーク（特定の分野や関心に特化した相談や援助）であり、いわゆるサービス業が求める専門
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性と大差が無い。したがって専門性の発揮は利用者の私的で直接的な需要と密接に結びつ

くことになる。そのような福祉サービスの拡大には他のサービス業同様に市場原理が大き

く作用することになる。価格競争もその一つであり、労働集約型の福祉サービスにおいては

人材の「安さ」もまた、サービス提供にあたっての専門性になりえる。質が高くて「安い」

（またはお手ごろ）という矛盾する専門性を利用者が同時に手にするためには、そのような

サービスを必要になったときに始めて探し始めるのでは遅すぎよう。利用者はかつての職

域や築き上げてきた資産といった、これまでの生活の成果を用いてそのような機会を囲い

込むことで、いわゆる充実した老後の生活が可能になっている。

５．おわりに 

高齢者福祉に関する二つの施設（高齢者福祉施設と老年大学）の運営に携わる福祉専門職

の動向から、かつての単位制度とは異なる現代中国における社会福祉の整備状況が明らか

になってきた。すなわち「ゆりかごから墓場まで」一貫する社会福祉の整備ではなく、例え

ば高齢期というライフステージに特化した整備である。

したがって社会福祉の受け手（福祉サービスの利用者）は各人が設定するライフステージ

ごとにその内容を選ばなければならず、自らの選択が伴わなければ充実した福祉サービス

の利用は叶わなくなっている。より多くのそして多様な選択を可能にするためには、高次の

手段的日常生活動作（ＩＡＤＬ）の持続と福祉サービスを享受するための費用負担が必須と

なる。そして各サービスはライフステージごとに整備されることから、利用者は前段階（高

齢者向けの福祉サービスならば高齢期以前）のライフステージにおいてこれらの事項の準

備が求められることになる。

その上で受け手は成り手（福祉専門職）を、質の高い福祉サービスを享受するために囲い

込むことになる。すなわちより高度なニーズを満たす環境をもたらす成り手には高い対価

を払ってサービスを購入する。またさほど高度でもないニーズに関してはできるだけ低廉

な対価でサービスを確保しようとする（利用者による福祉専門職の囲い込み）。

それを支える成り手は、受け手の生涯を支え続ける存在としてではなく、特定のライフス

テージに特化して受け手を支えることを専門とする一職種ということになる。したがって

人生の最終段階となる高齢期の支えの実態は、受け手を全人的に支えるものではなく受け

手の健康状況とカネ次第、ということになる。成り手の活動が市場原理にのみ基づいて行わ

れるならば、ＩＡＤＬが高次に維持されることで成り手の対応が複雑でなくかつ費用負担

が容易な受け手から順にサービスの提供がなされることになる（福祉専門職による利用者

の囲い込み）。

これら利用者と福祉専門職相互の囲い込みは、福祉専門職のキャリア形成に二つの影響

を及ぼすと考えられる。ひとつは一見すると高度な福祉サービスであっても、利用者の現状

を満たす水準にとどまることによる影響である。このような状況において加齢に伴うＩＡ

ＤＬの低下に対応するような、利用者の将来を見据えた技術の研鑽は積みづらい。したがっ

て福祉専門職の援助技術の専門性は現有のものに留まり、さらなる向上は限定的となる。

もうひとつは専門性が高くないサービスに、高度な技能を有する福祉専門職が従事する

可能性が大きくならないことによる影響である。雇用対策として高齢者福祉の分野で職を

－ 8 －

21世紀東アジア社会学　第10号



得た者は、高度な技能を有する福祉専門職による現場での育成指導の機会を得ることなく、

これまでの他職での経験と勘を頼りにその場限りの対応を継続することになる。結果、福祉

専門職としての技能の向上は望めず、低い賃金水準のキャリアを継続することになる。

このような福祉専門職内部における機能分化と階層分化は、福祉専門職としてのキャリ

ア形成全体を阻害することになる。高度な技能を有する者であっても自身の活動がキャリ

ア向上につながらないことから、安上がり福祉の担い手に成り下がりかねない。このような

環境下で介護保険のような支え手による経済的な仕組みを整備したとしても、その仕組み

は福祉「業界」における市場原理の更なる強化にしか作用しないであろう。結果、成り手の

ワーク・ライフ･バランスに耐えうる人材育成が行われなくなる。産業化を通じた社会福祉

の社会化は、福祉専門職の職業を通じた疲弊とシステム化（非人間化）という、受け手と成

り手双方にとって最悪のシナリオを描くことになろう。 

※本論文で用いた調査研究は、新潟医療福祉大学 2013 年度研究奨励金（人文社会系研究費）

の助成を受けて実施した
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